
は じ め に

　費用というものが所得稼得のための価値犠牲部分であるとするならば，

かかる費用から生じた所得に関する所得区分は，価値犠牲たる投下資本と

しての性質を無視して決定し得るのであろうか。会社が従業員の職場環境

を整え，給与を支払ってきた場合，かかる従業員が職務発明によって得た

経済的利益についてこれを給与所得として捉えるべきか否かという論点が

ある。このようなケースにあっては，発明は発明者の固有の権利として観

念すべきであるから，職務発明に係る発明品を会社に移転することによっ

て従業員たる発明者が得る所得は給与所得には該当しないとする見解もあ

るが，給与所得と解すべきではなかろうか。

　かように投下資本としての費用とそこから発生する所得との関係を切断

して所得区分を考えることができるのか否かという点は，所得税法上の根

本的な問題であると思われる。これは，所得区分論であるから所得税法に

　55商学論纂（中央大学）第60巻第３・４号（2018年11月）
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固有の問題関心領域ではあるが，他方で，収益の発生の事業年度に費用を

対応させる「費用収益対応の原則」に近接した議論であるかもしれない。

もっとも，同原則は，収益に合わせて費用の認識の事業年度をいつにする

かというタイミングの問題であるし，それは費用に収益を合わせるという

視角ではなく，収益に費用を合わせるという視角であるから，二重の意味

において本件における問題関心に合致するものではないし，そもそも，所

得税法が費用収益対応の原則 1）を採用していると考えるべきか否かという

根本問題をも含むことから，本稿においては若干触れるのみにとどめるこ

ととするが，本質的には費用面から所得区分を考えるという視角を提示す

るものである。

Ⅰ　必要経費と所得区分

１　必要経費の本質論と収入金額との関係

　所得税法は担税力を「所得」に求める税制であるから，課税物件は「所

得」であり，課税標準は「所得の金額」である。この所得の金額は，例え

ば，不動産所得，事業所得，山林所得，雑所得についていえば，総収入金

額から必要経費（necessary expense）を控除することによって算出する（所

法26 ②，27 ②，32 ③，35 ② 一）。所得税法37条《必要経費》１項は，「その

年分の不動産所得の金額，事業所得の金額又は雑所得の金額……の計算上

必要経費に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，これらの所

得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要

1）　企業会計原則・第二損益計算書原則《損益計算書の本質》一，Aは，「す
べての費用及び収益は，その支出及び収入に基づいて計上し，その発生した
期間に正しく割当てられるように処理しなければならない。ただし，未実現
収益は，原則として，当期の損益計算に計上してはならない。」とし，「前払
費用及び前受収益は，これを当期の損益計算から除去し，未払費用及び未収
収益は，当期の損益計算に計上しなければならない。」とする。



投下資本に着目した所得区分認識論（酒井）　57

した費用の額及びその年における販売費，一般管理費その他これらの所得

を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年において債務

の確定しないものを除く。）の額とする。」と規定する。

　これに対して，一時所得は，所得金額から必要経費を控除するのではな

く，「その収入を得るために要した金額」を控除し，かかる金額について

は，「その収入を生じた行為をするため，又はその収入を生じた原因の発

生に伴い直接要した金額に限る」に限定されている（所法34 ②）。

　金子宏教授は，必要経費を，「所得を得るために必要な支出のこと」を

いうとする 2）。同教授は，課税の対象となる所得の計算上，必要経費の控

除を認めることは，いわば投下資本の回収部分に課税が及ぶことを避ける

ことにほかならず，原資を維持しつつ拡大再生産を図るという資本主義経

済の要請に沿うとする 3）。そして，架空の経費を計上するために行う脱税

工作金のようなものは，収益を生み出すための支出ではないから，そもそ

も必要な経費には当たらないと解すべきとする見解に立つ（最高裁平成６

年９月16日第三小法廷決定・刑集48巻６号357頁 4）） 5）。有力説は，必要経費をこ

のように「収入を生み出すための支出」と捉えており，多くの支持を得て

2）　金子宏『租税法〔第22版〕』298頁（弘文堂2017）。
3）　金子・前掲注2），298頁。
4）　いわゆるエス・ブイ・シー事件最高裁判決である。判例評釈として，青柳
勤・曹時48巻５号171頁（1996），鶴田六郎・平成６年度重要判例解説〔ジュ
リ臨増〕156頁（1995），水野忠恒・ジュリ1081号129頁（1995），武田昌輔・
判時1564号224頁（1996），品川芳宣＝青野道子＝小林康徳・TKC税研情報
７巻１号19頁（1998），吉村典久・戦後重要租税判例の再検証78頁（2003），
佐藤英明・租税判例百選〔第４版〕102頁（2005），渡辺徹也・租税判例百選
〔第５版〕102頁（2011），濱田洋・租税判例百選〔第６版〕102頁（2016），
佐藤孝一・税通50巻５号201頁（1995），酒井克彦・税務事例45巻７号64頁
（2013），同８号63頁（2013），同『ブラッシュアップ租税法』258頁（財経詳
報社2011）など参照。

5）　金子・前掲注2），298頁。
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いる 6）。この文脈からは，収入が生み出されるか否かという点が必要経費

性の有無にまで影響を及ぼすことを意味する。すなわち，収入と必要経費

とは強い関係性を有しているのである。他面，必要経費が所得を得るため

に必要な価値犠牲のことを意味するという通説に従えば，必要経費とは一

定の所得（回収）を生み出すことを予定して投下されるものであることに

なろう。そして，おそらくそれらの多くは，無計画に支出されるものでは

なく，事業活動の一環としてある特定の所得を生み出すために支出される

ものであるといえよう。換言すれば，必要経費はある所得を生み出すため

に支出されるものであるということである。

　いずれの立場に立って必要経費を観念するとしても，所得区分が争点と

される事例において，必要経費の側面から所得区分を考察するというアプ

ローチがあり得るのではないだろうか。

２　必要経費から所得区分を考えるアプローチ

　所得税法は，その源泉ないし性質によって所得を10種類に分類した所得

区分を設けている。ここには，所得はその性質や発生の態様によって担税

力が異なるという前提があるが，かかる前提に立って，公平負担の観点か

ら，各種の所得について，それぞれの担税力の相違に応じた計算方法を定

め，また，それぞれの態様に応じた課税方法を定めている 7）。

　また，所得稼得活動においていかなる法律関係が当事者にあったのかと

いう点も，このような考え方に大きく影響を及ぼすであろう。例えば，い

わゆる親会社ストック・オプション訴訟最高裁平成17年１月25日第三小法

廷判決（民集59巻１号64頁） 8）は，当事者の契約関係に依拠して所得区分を

6）　谷口勢津夫『税法基本講義〔第５版〕』469頁（弘文堂2016）。
7）　金子・前掲注2），208頁。
8）　判例評釈として，増田稔・曹時60巻２号211頁（2008），吉村政穂・租税判
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判定してるが，「B社は，上告人に対し，本件付与契約により本件ストッ

クオプションを付与し，その約定に従って所定の権利行使価格で株式を取

得させたことによって，本件権利行使益を得させたものであるということ

ができるから，本件権利行使益は，B社から上告人に与えられた給付に当

たるものというべきである。」としている。このように，所得発生の原因

や契約関係を念頭に置いて所得区分が画されるというのである。

　すなわち，所得稼得活動の原因に関心を寄せて所得区分が定められてい

ることからすれば，当然に，いかなる活動がかかる所得稼得に寄与したか

が，所得区分の決定に影響を及ぼすことになると考えるべきであろう。そ

して，所得稼得活動を基礎付けるものの１つの重要なファクターとして，

いかなる資本がかかる経済活動に投与されたかという点があることを考え

ると，どのような必要経費が投与されたかが所得区分の判定において無視

されてよいはずはない。

　かような視角から所得区分などが議論された事例を参考に考えてみた

い。

例百選〔第４版〕70頁（2005），酒井貴子・租税判例百選〔第５版〕70頁
（2011）など参照。

当事者の契約関係

所得稼得活動の原因

収　入　金　額

所得稼得活動の結果

必　要　経　費 収　入　金　額

所得稼得活動を基礎付けるファクター 所得稼得活動の結果
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Ⅱ　いくつかの事例の検討

１　日本フィルハーモニー交響楽団員事件

　給与所得該当性が争われた事例などにおいても，納税者が多額の実額経

費を負担している場合には事業所得に該当するという主張が展開されるこ

とがある。例えば，いわゆる日本フィルハーモニー交響楽団員事件では，

この点が争点とされた。

　東京地裁昭和43年４月25日判決（行集19巻４号763頁） 9）は，音楽演奏家の

ように類型的にみて必要経費が給与所得控除額を超える職業の者は給与所

得者とみるべきでないとの原告らの主張に対して，「たしかに……原告ら

のような音楽演奏家は，自己の使用する楽器や演奏会用の特殊な服装等を

自ら用意するのが普通であり，また技術向上のための研究費等も必要であ

るなどのことから，職業費ともいうべきものが一般の勤労者より多くかか

り，それが給与所得控除額を上廻る場合もありうることは否定できないけ

れども，先に述べたとおり，法は所得の発生態様ないし性質の如何によつ

て所得の種類を分類しているのであり，必要経費の多寡を所得分類の基準

としたものとは解されないから，多種多様な給与所得者につき収入額に応

じた一定の給与所得控除（これは必要経費の概算控除の意味を含んでいる）し

か認めないことの立法政策上の当否はともかく，給与の支給を受ける者の

支出する経費が右の控除額を超えるからといつて，それだけで給与所得者

に当らないとすることはできない。」と判示している。

　このように，所得区分の判断において必要経費の負担の態様が考慮要素

として一切否定されるべきとも思えない。むしろ，この点は，事業所得と

いうものが「自己の計算と危険」において行われる経済活動に係る所得で

9）　判例評釈として，広瀬時江・税通23巻11号205頁（1968）など参照。
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あることに鑑みれば 10），自己の計算として行われているか否かを判断する

要素として理解することは十分に可能である。すなわち，経費負担の有無

を判断要素とする見解は，それが担税力に応じた所得計算をなし得るとい

う理解によるのではなく，所得稼得のための活動においていかなる経費を

どの程度負担して，かかる計算の上で所得を稼得したのかという判断にお

ける意味で理解すべきであろう。日本フィルハーモニー交響楽団員事件に

おいて原告らは，「楽員は，演奏出演に必要な楽器およびモーニング等の

特殊な服装を自ら準備しなければならず，楽譜代技術研修費等も自己負担

で，楽団からの援助を受けることはなく，すべて自己の計算で演奏活動を

行なっている」とも主張していたところであり，その意味では，必ずしも

原告らの主張が理論的に妥当性を欠いていたということでもないと思われ

るのである。

　この事件は控訴されたが，控訴審東京高裁昭和47年９月14日判決（訟月

19巻３号73頁） 11）も原審判断を維持し，上告審最高裁昭和53年８月29日第三

小法廷判決（訟月24巻11号2430頁） 12）においても判断は維持されている。

２　航空機リース事業に係る債務免除益の所得区分が争われた事例

　次に，航空機リース事業に係るノンリコース・ローンの債務免除益に係

る経済的利益の所得区分が争われた事例において，不動産所得該当性が否

定された事例をみておきたい。

　原告（被控訴人）ら10名は，他の出資者らと共に民法上の任意組合契約

10）　いわゆる弁護士顧問料事件最高裁昭和56年４月24日第二小法廷判決（後
述）。

11）　判例評釈として，伊藤一行・税通32巻11号244頁（1977），島村芳見・ジュ
リ573号120頁（1974）など参照。

12）　判例評釈として，水野忠恒・ジュリ704号135頁（1979），古田善香・税通
38巻15号312頁（1983）など参照。
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を締結して，同組合の業務執行者に組合員による出資金及び金融機関から

の借入金により購入した航空機を航空会社に対してリースし，そのリース

に係る不動産所得を得ていたいわゆる航空機リース事業を展開していた。

同事業の清算の際に，原告らは，① 上記借入金の一部について，金融機

関から債務の免除を受けたことによって得た経済的利益（以下「本件ローン

債務免除益」という。）及び ② 上記業務執行者に対して支払うべき手数料の

一部について，上記業務執行者から債務の免除を受けたことによって得た

経済的利益（以下「本件手数料免除益」という。本件ローン債務免除益と併せて

「本件各免除益」という。）を得た。

　本件訴訟の第一審において被告国（控訴人）は，本件各免除益は不動産

所得ないし雑所得に該当するとして主張したのに対して，原告らは，一時

所得に該当すると主張した。第一審における争点は，本件各免除益の所得

区分であり，具体的には，① 本件ローン債務免除益が一時所得に該当す

るかあるいは雑所得に該当するか，② 本件手数料免除益が不動産所得に

該当するか又は不動産所得に該当しない場合には，一時所得に該当するか

あるいは雑所得に該当するかが争点とされた。

　第一審東京地裁平成27年５月21日判決（税資265号順号12666） 13）は，「同条

〔筆者注：所得税法26条〕が，不動産等の貸付けという特定の業務に対応

した所得種類を設け，同時に，当該業務に係る収入と費用とを対応させた

所得計算を規定していることからすると，不動産所得とされる所得とその

必要経費とされる費用との間に一定の関係があることは確かであるし，被

告が指摘する所得税法施行令94条１項が，不動産所得，事業所得，山林所

得又は雑所得を生ずべき業務に関し，当該業務に係るたな卸資産等につい

て損失を受けたことにより取得する保険金，損害賠償金，見舞金その他こ

13）　判例評釈として，田島秀則・税務事例48巻５号10頁（2016），藤間大順・
青山社会科学紀要45巻１号59頁（2016）など参照。
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れらに類するもの（同項１号）と，当該業務の全部又は一部の休止，転換

又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補償金

その他これに類するもの（同項２号）について，当該業務の遂行により生

ずべきこれらの所得に係る収入金額に代わる性質を有するものは，これら

の所得に係る収入金額とする旨定めていることも確かであるが，そもそ

も，ある費用が必要経費に該当するか否かという判断と，当該費用に係る

債務が免除されたことによる所得がどの所得区分に該当するかという判断

は，本来，別々に行われるべきものであり，不動産所得についても，ある

所得が不動産所得の必要経費とされていた費用に係る債務の免除によって

発生したものであったとしても，そのことをもって直ちに，発生した当該

所得が，目的物を使用収益する対価又はこれに代わる性質を有するもので

あるのと認めることはできない。また，同法には，未払の費用が特定の所

得の必要経費に算入されていたところ，後にその費用に係る債務の免除が

されたという場合に，その債務免除によって発生した利益をその費用が従

前必要経費に算入されていた所得に区分すべきものとした規定も存在しな

いことからすると，同法上，ある所得とその必要経費とされる費用であっ

たという関係をもって，当該費用に係る債務が免除されたことによって発

生した所得を，当然に，当該費用が必要経費として算入されていた所得区

分に係る所得とするものとはされていないというべきである。被告が主張

するように，ある所得が不動産所得に該当するか否かは，当該所得が得ら

れた直接的な原因だけでなく，所得の性質や発生の態様及びこれらに関す

る事実関係も考慮要素に含めて判断するということを前提としたとして

も，本件手数料免除益について，特に不動産所得に区分すべき事情を認め

ることはできない。

　したがって，本件航空機を使用収益する対価又はこれに代わる性質を有

するものではない本件手数料免除益については，従前，本件航空機の賃貸
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によって発生した不動産所得の必要経費とされていた本件手数料に係る債

務が免除されたことによって発生したものであるということをもって，不

動産所得に該当するものと認めることはできないというべきである。〔下

線筆者〕」と判示して，被告の主張を排斥した。

　これを受けて，被告は控訴し，控訴審において，被告は，本件ローン債

務免除益についての主張を変更し，主位的には不動産所得に該当すること

を主張し，雑所得に該当するとの主張を予備的なものとした。

　控訴審である東京高裁平成28年２月17日判決（税資266号順号12800） 14）は，

「これらの規定〔筆者注：所得税法26条１項，所得税法施行令94条１項２

号〕によれば，不動産所得とは，賃貸人が賃借人に対して一定の期間，不

動産等を使用収益させる対価として受け取る利益又はこれに代わる性質を

有するものと解するのが相当である。

　そして，本件ローン債務免除益は，本件融資銀行が本件借入金の残債務

を免除したという本件ローン債務免除行為によって発生したものであると

ころ，本件融資銀行は，本件航空機の賃借人ではなく，本件航空機を使用

収益していたわけではない。確かに，本件ローン契約に基づく本件借入金

の借入れが本件組合事業（航空機の貸付業務）を営むに当たり必要な行為で

あったことは認められるし，本件借入金に係る返済債務が本件航空機の貸

付業務の遂行と関連して発生したということもできるが，本件ローン債務

免除益は，本件組合が行っていた営利を目的とする継続的行為である本件

航空機の賃貸自体によって発生したものではないし，本件航空機を使用収

益させる対価又はこれに代わる性質を有するものでもないから，本件ロー

ン債務免除益を不動産所得に該当するものということはできない。」とし

た。

14）　判例評釈として，木山泰嗣・税通71巻13号174頁（2016），吉村政穂・平成
８年度重要判例解説〔ジュリ臨増〕212頁（2017）など参照。
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　ここでは，不動産所得に付随収入が認められるべきかという論点が中心

的に論じられている。判決は，不動産所得に付随収入を認めない立場であ

ると思われるが，このような考え方は，いわば不動産所得を資産性所得と

して捉える見地に親和的であるといってもよいかもしれない。すなわち，

不動産所得とは，不動産から得られる果実に対する所得であると捉える

と，利子所得や配当所得と近接した性質を有するとみることができるが，

これらの所得はいわば資産性所得としてこれまでも学説上理解されてきた

ところである。

　例えば，金子宏教授は「不動産所得が資産性所得であり，事業所得が資

産勤労結合所得であることからして，不動産の貸付が事業として行われて

いる場合であっても，人的役務が伴わない場合や人的役務が付随的なもの

にすぎない場合（たとえば，貸間業・船舶貸付業）は，そこから生ずる所得

は事業所得ではなく不動産所得であると解すべきであろう。」とされると

おりである 15）。

　他方，不動産所得が「総収入金額」との文言を用いていることからすれ

ば，単に，利子所得や配当所得が「収入金額」として「総」を付すことな

く限定的収入を前提とした用語を使用しているのとは異なり，付随的収入

が予定されているとみるべき余地があるとの見解もある。この見解は，不

動産所得の資産性所得としての性質を必ずしも否定はしないものの，同所

得を，不動産による所得ではなく，不動産の「貸付け」による所得と定め

る所得税法26条《不動産所得》１項の規定振りから，行為性所得と解する

べきであるとした上で，それに加えて，勤労的性質が結合された所得とし

てみるべきであって，いわば事業所得などのように資産勤労結合所得と解

するべきとの立場である。そうであるからこそ，その所得稼得活動の規模

15）　金子・前掲注2），225頁。
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に関心を置いた「業務」や「事業」という区分による課税上の取扱いの差

異が設けられているのであって，これらの区分は資産の大きさを指すので

はないとの見地である 16）。東京地裁平成７年６月30日判決（行集46巻６＝７

号659頁）が，不動産所得を生ずべき業務の規模の判断に係るいわゆる５棟

10室基準（所基通26-9） 17）によるのではなく，社会通念上事業に当たるか否

かで判断すべきと示唆するところでもある。

　このような対立については，既に私見を別稿において示したところでも

あるので 18），本稿においてはこれ以上立ち入らないこととする。本稿にお

いてより関心を置きたいのは，むしろ，控訴審において被告が主張した論

点である。すなわち，必要経費の側面から所得区分を考えるというアプロ

ーチがあり得るのであろうかという点である。

　第一審において，被告は，ある所得が不動産所得に該当するか否かは，

当該所得が得られた直接的な原因だけでなく，所得の性質や発生の態様及

16）　事業所得と雑所得との区分については，酒井克彦「所得税法上の『事業』
概念再考」税理61巻６号81頁（2018），同「所得税法における『事業』と
『業務』の解釈」ビジネス法務18巻３号85頁（2018）など参照。

17）　国税庁は，所得税基本通達26-9《建物の貸付けが事業として行われている
かどうかの判定》において，「建物の貸付けが不動産所得を生ずべき事業と
して行われているかどうかは，社会通念上事業と称するに至る程度の規模で
建物の貸付けを行っているかどうかにより判定すべきであるが，次に掲げる
事実のいずれか一に該当する場合又は賃貸料の収入の状況，貸付資産の管理
の状況等からみてこれらの場合に準ずる事情があると認められる場合には，
特に反証がない限り，事業として行われているものとする。」として，次の
いわゆる５棟10室基準を通達している。

　 ① 　貸間，アパート等については，貸与することができる独立した室数がお
おむね10室以上であること。

　 ② 　独立家屋の貸付けについては，おおむね５棟以上であること。
18）　酒井克彦「行為性所得としての不動産所得─不動産所得判断における時点
的制限・収入先制限の是非─（上・下）」税務事例49巻８号１頁（2017），同
９号１頁（2107）。
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びこれらに関連する事実関係も考慮要素に含めて判断すべきであるとした

上で，本件手数料免除益について，必要経費の観点からの主張を展開す

る。

　すなわち，「不動産所得の必要経費に該当するというためには，当該所

得を得るための活動，すなわち不動産貸付事業（ないし業務）と直接の関

連を有し，当該事業（ないし業務）を行うために客観的に必要な支出であ

ることが必要とされるのであり，このような必要経費に該当する支出と当

該事業（ないし業務）との関連性は，事後的に当該必要経費に係る支払が

免除されたからといって直ちに失われるものではない。そうすると，不動

産所得の金額の計算上，必要経費に算入した費用が未払となっていたとこ

ろ，その後，当該未払となっている費用について債権者から債務免除を受

けた場合の当該債務免除を受けた部分については，特別な事情がない限

り，当該債務免除益が生じた日の属する年分の不動産所得の総収入金額に

算入すべきである。〔下線筆者〕」とする。すなわち，必要経費に算入され

ていた費用に係る債務の免除が，過去に不動産所得から控除していた必要

経費を事後的に減少させ，その結果，不動産所得を増加させるという経済

的実質をもっているという点を主張するのである。また，「本件手数料は，

本件組合事業の執行を本件業務執行者に委託したことに基づく当該業務執

行に対する報酬であり，原告らが本件組合を通じて行った本件航空機の賃

貸による不動産所得の金額の計算上，必要経費に算入されていたものであ

るところ，本件手数料免除益は，未払となっていた平成13年11月分以降の

本件手数料全額を本件業務執行者が債務免除したこと（本件手数料免除行為）

によって発生した経済的利益であるから，不動産所得に該当するというこ

とになる。」と主張する。
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　これらの主張は，必要経費の観点からも所得区分を考えるべきであると

いう主張であるが，この点について，東京地裁は，本件手数料免除益が，

不動産所得の必要経費とされていた本件手数料に係る債務免除によって発

生した経済的利益ではあるものの，そのことが不動産所得該当性を画する

ものではないとする。

　しかしながら，債務免除益は見方を変えれば，必要経費として算入して

いたものがのちに取り消されたものとみることができる。仮に必要経費の

計上において現金主義を採用していたとすれば，本件手数料は依然として

必要経費に算入されていないはずのものであったであろう。不動産所得の

金額の計算上控除してきた必要経費がのちに取り消されたと考えれば，不

動産所得の金額の計算において修正するのが筋なのではないかとの疑問が

惹起される。現金主義ではなく発生主義によって必要経費算入をしていた

のは会計処理の都合によるものであるし，場合によっては前期損益を遡っ

て修正するというのも理論的にはあり得ることである。そのように考える

と，不動産所得の金額の計算内部の問題は，不動産所得の金額の計算内部

で処理すべきなのではないかと，素直に考えることはできないのであろう

か。

　もっとも，この事例は，必要経費の側面から所得区分を考えるという本

稿における問題関心に完全に合致するわけではないようにも思われる。け

だし，本件手数料免除益を得るために，本件手数料が必要経費に算入され

本件手数料（未払）＝不動産所得の必要経費として算入済

本件手数料免除益＝不動産所得の総収入金額に算入すべき
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ていたわけではないからである。本件手数料が不動産所得の金額の計算上

必要経費に算入されたことによって，本件手数料免除益が得られたと考え

ることはできないものの，少なくともそれに類似しているものであるとは

いえよう。

　東京地裁判決が示す，「ある費用が必要経費に該当するか否かという判

断と，当該費用に係る債務が免除されたことによる所得がどの所得区分に

該当するかという判断は，本来，別々に行われるべき」との考え方は妥当

なのであろうか。

３　廃業に係る必要経費と事業内容

　これまで，その費用がいかなる所得稼得活動のために投下されたもので

あるかという点が所得区分の決定に影響を及ぼす可能性について論じてき

たが，かかる議論は，さらにその延長線上に事業所得内における事業内容

区分の思考を許すか否かという別の論点にも接続し得る。これは，事業所

得内に事業内容に応じた課税上の取扱いを別にする分類的なカテゴリーを

認めるべきかどうかという論点である。やや分かりやすくいえば，例え

ば，税理士が副業的に喫茶店を経営していた場合に，喫茶店経営に要した

必要経費を税理士の事業所得の金額の計算上控除することが許されるか否

かという問題関心である。この問題からは更に，例えば，個人で行う喫茶

店経営を営業不振により廃業した場合に，廃業後に生じた残品の売却損を

税理士の事業所得の必要経費として扱うべきか，あるいは，喫茶店に係る

事業所得の基因となる事業活動は終わってしまったことから，残された資

産は既に棚卸資産としての性質を有していないことになるため，資産の譲

渡として譲渡所得として扱うべきかという論点が発生する。

　これについては，そこで発生した損失はあくまでも喫茶店経営を行うた

めに購入した資産の譲渡損失であることを考えると，税理士業に係る必要
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経費とはいえないため，もはや譲渡所得として捉えるしかないという考え

方と，喫茶店という事業は廃止されたかもしれないが，その納税者にとっ

ては依然として税理士業という事業が継続されているのであるから，事業

所得が廃止されたわけではないという考え方も成立し得ると思われる。

　ここで，所得税法63条《事業を廃止した場合の必要経費の特例》を確認

しておこう。同条は，「居住者が不動産所得，事業所得又は山林所得を生

ずべき事業を廃止した後において，当該事業に係る費用又は損失で当該事

業を廃止しなかつたとしたならばその者のその年分以後の各年分の不動産

所得の金額，事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上必要経費に算入

されるべき金額が生じた場合には，当該金額は，政令で定めるところによ

り，その者のその廃止した日の属する年分（同日の属する年においてこれら

の所得に係る総収入金額がなかつた場合には，当該総収入金額があつた最近の年分）

又はその前年分の不動産所得の金額，事業所得の金額又は山林所得の金額

の計算上，必要経費に算入する。」と規定しており，これは，事業廃止後

に発生した費用を前年分の所得金額の計算に遡って必要経費算入を認める

という趣旨の規定である。

　東京高裁昭和33年２月28日判決（行集９巻２号206頁）では，事業の廃止

に伴い，あるいは事業を廃止したのち，その清算の過程において原材料の

処分によって得た所得は，譲渡所得ではなく，事業所得に含まれると解す

喫茶店経営のための
費用支出

喫茶店経営における
収入金額に反映

所得稼得活動の結果

喫茶店経営とは全く関係のない
税理士業に係る収入金額に反映
させることができるのか

所得稼得活動を基礎付けるファクター
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べきとされた。

　最高裁昭和32年10月22日第三小法廷判決（民集11巻10号1761頁） 19）は，花

の製造業者が製造行為を廃止したのち原料の売却処分によって生じた所

得が，旧所得税法９条１項９号にいう事業等所得あるいは譲渡所得のいず

れに該当するかが争われた事例である。原審広島高裁岡山支部昭和30年12

月19日判決（民集11巻10号1773頁）において，上告人（納税者）は，「『事業

所得』の対象となる『製造業』というのは営利の目的で原料を他から仕入

れて自からこれを製品にして販売することを反覆継続することをいうので

ある。製造業者が廃業する意思で製造の面を廃止すればその企業の目的を

失うことになるのであって，その後は整理の問題が残るだけであるから，

それは既に廃業の段階に入っているのであって，製造と販売との二面を廃

止しなければ廃業にならないというのは被控訴人〔筆者注：被上告人。税

務署長〕の誤解である。」と主張する。さらに，「事業とは，利益を得るた

めにする組織的な所為の綜合である。事業の遂行として為される行為には

事実行為あり法律行為あり，また，財産の譲渡あり譲受がある。これらの

行為が事業の遂行という目標に綜合されて存するのが事業である。」とし，

こうした事業から生ずる所得が所得税法上の事業所得であると主張するの

である。

　これに対し，最高裁は，「本件のように花莚の製造業者が製造行為を廃

止した後その原料たる藺草等の残品売却処分によつて生じた所得をも包含

するものと解すべきであり，これを同項七号の『譲渡所得』というのはあ

たらない。」とした。

19）　判例評釈として，田中真次・曹時９巻12号90頁（1957年），伊東稔博・税
通33巻14号72頁（1978），小林良一・税通20巻11号196頁（1965），片山博
仁・租税判例百選〔第２版〕72頁（1983），細見卓・租税判例百選68頁
（1968），高田敏・民商37巻４号71頁（1958）など参照。
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　上記事例では，納税者が花 の製造販売業のほか，藺草の販売をも業と

して行っており，製造行為廃止後も将来の値上りを見越して大量の藺草を

貯蔵していて，これを数次にわたって販売し多額の利益を得ていた事実が

認定されている。この点について，もし，納税者が花 製造（花 販売を

含む。）のみを業として行っていて，製造行為廃止後，残品整理として一

挙に藺草を処分してしまっていたならば，それは「資産の譲渡」となり，

その所得は譲渡所得となり得たように思われる。かような考え方は，事業

終末における残品たる原料の整理処分段階で事業の廃止と捉える考え方で

あると思われる。これに対して，金子宏教授は，「複数の事業を営む者が，

１つの事業のみを廃止した場合には，ここにいう事業の廃止にはあたらな

いと解すべきであろう。」との見解を示される 20）。

　事業所得のために投下された資産は，花 の製造原価となり，それが花

として製品となるとこれを販売して事業所得を得ることが予定されてい

たはずである。そうであるとすれば，花 の原価は花 の販売という事業

を経由して投下資本の回収が図られるのであるから，そこから得られる所

得は花 の販売に係る事業所得ということになろう。しかし，上記事案に

おいてはかかる花 の販売事業が廃止されてしまったのであるから，花

の販売事業において棚卸資産としての性質を有していた製造品は既に棚卸

資産としての性質を有さなくなったともみることはできないのであろう

か。

　所得税法は，「棚卸資産」を，「事業所得を生ずべき事業に係る商品，製

品，半製品，仕掛品，原材料その他の資産（有価証券及び山林を除く。）で棚

卸しをすべきものとして政令で定めるものをいう。」と定義する（所法

２ ① 十六） 21）。すなわち，棚卸資産とは，事業所得を生ずべき事業が廃止と

20）　金子・前掲注2），302頁。
21）　所得税法施行令３条《棚卸資産の範囲》は，「法第２条第１項第16号《棚
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なった段階においては既に観念できない宿命を帯びる資産であるといって

もよい。花 の販売事業が廃止された段階において，果たしてかかる花

は棚卸資産といえるのであろうか。なお，資産の性質が時の経過や環境の

変化に応じて変容し得る点については，既に過去の裁判例などもこれを認

めており，例えば，いわゆる二重利得法の考え方もかように資産の性質が

変容することを前提として理論展開されているのである 22）。

卸資産の意義》に規定する政令で定める資産は，次に掲げる資産とする。」
として，以下のものを規定する。

　　  一　商品又は製品（副産物及び作業くずを含む。）
　　  二　半製品
　　  三　仕掛品（半成工事を含む。）
　　  四　主要原材料
　　  五　補助原材料
　　  六　消耗品で貯蔵中のもの
　　  七　前各号に掲げる資産に準ずるもの
22）　例えば，所得税基本通達33-4《固定資産である土地に区画形質の変更等を
加えて譲渡した場合の所得》は，「固定資産である林地その他の土地に区画
形質の変更を加え若しくは水道その他の施設を設け宅地等として譲渡した場
合又は固定資産である土地に建物を建設して譲渡した場合には，当該譲渡に
よる所得は棚卸資産又は雑所得の基因となる棚卸資産に準ずる資産の譲渡に
よる所得として，その全部が事業所得又は雑所得に該当する。」とし，同
33-5《極めて長期間保有していた土地に区画形質の変更等を加えて譲渡した
場合の所得》は，「土地，建物等の譲渡による所得が33-4により事業所得又
は雑所得に該当する場合であっても，その区画形質の変更若しくは施設の設
置又は建物の建設（以下この項において『区画形質の変更等』という。）に
係る土地が極めて長期間引き続き所有されていたものであるときは，33-4に
かかわらず，当該土地の譲渡による所得のうち，区画形質の変更等による利
益に対応する部分は事業所得又は雑所得とし，その他の部分は譲渡所得とし
て差し支えない。この場合において，譲渡所得に係る収入金額は区画形質の
変更等の着手直前における当該土地の価額とする。」とする。これは二重利
得法を意味する取扱いである。

　　 岡山地裁昭和59年４月25日判決（税資136号331頁）及び松山地裁平成３年
４月18日判決（訟月37巻12号2205頁）は，所得税基本通達33-5が適用されて
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　所得税法33条《譲渡所得》１項は，資産の譲渡を譲渡所得として規定し

ており，資産の譲渡を広く譲渡所得としている。しかしながら，例外とし

て，同条２項は，棚卸資産がその譲渡所得の基因となる資産の範囲から除

外する旨を規定する。棚卸資産の譲渡は事業所得に該当するからである。

他面，棚卸資産としての性質を既に有していない資産の譲渡は，原則に立

ち返り譲渡所得に該当することとなるのであるから，上記事案において，

納税者が主張する譲渡所得該当性にもそれなりの説得力はあるはずであ

る。

　類似事例として，寿司業と金融業を営む原告が金融業を廃止した場合の

金融業に係る必要経費につき所得税法63条の適用が否定された事例があ

る。

　金融業を廃止した場合の必要経費の特例の適用について，第一審東京地

裁平成元年10月30日判決（行集40巻10号1531頁）は，「所得税法六三条の規

いる。神戸地裁昭和62年１月26日判決（判タ650号138頁）も同通達の趣旨か
ら事業所得該当性を認定している。東京高裁昭和48年５月31日判決（行集24
巻４＝５号465頁），横浜地裁昭和50年５月６日判決（訟月21巻７号1507頁），
京都地裁昭和55年３月21日判決（訟月26巻５号875頁），広島地裁昭和59年３
月23日判決（税資135号359頁），新潟地裁昭和61年５月30日判決（税資152号
318頁）は，同33-4を適用している。その他，仙台地裁平成６年２月22日判
決（税資200号710頁），名古屋地裁平成４年２月28日判決（判タ803号147頁），
東京地裁平成５年４月27日判決（税資195号78頁）も二重利得法を認めてい
る。二重利得法については，金子宏「譲渡所得の意義と範囲─二重利得法の
提案を含めて─」同『課税単位及び譲渡所得の研究』113頁（有斐閣1996），
占部裕典「土地の譲渡による所得の区分─所得税基本通達33-4，33-5及び二
重利得法の検討─」同『租税法の解釈と立法政策Ⅰ』２頁（信山社2002），
石川緑「二重利得法の採用事例」酒井克彦『税理士業務に活かす！　通達の
チェックポイント─所得税裁判事例精選20─』163頁（第一法規2018），酒井
克彦「譲渡所得と清算課税」同『所得税法の論点研究』182頁（財経詳報社
2011）など参照。
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定は，事業を廃止して不動産所得，事業所得又は山林所得が生じなくなる

と，事業廃止後に生ずる当該事業に係る損失を右各所得の金額の計算上控

除する機会がなくなることを考慮して，右損失につき，右各所得に係る総

収入金額があつた最後の年分あるいはその前年分の所得の金額の計算上，

必要経費に算入できるとしたものであるから，右規定でいう『事業を廃止

した』場合とは，事業を廃止した結果，事業収入を生じなくなつた場合を

指すものと解するのが相当である。

　原告に関しては，事業所得が問題となるところ，事業所得とは，農業，

漁業，製造業，卸売業，小売業，サービス業その他政令に定めるものから

生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいい（同法二七

条一項），事業所得の金額は，複数の事業を営む場合でも，各事業ごとに

ではなく，事業全体について事業所得に係る総収入金額から必要経費を控

除した金額とされている（同条二項）。右によれば，複数の事業を営む納税

義務者がその一部の事業を廃止しただけの場合には，なお当該納税義務者

に事業所得に係る収入が生じ，その事業所得の金額の計算上，廃止した事

業に係る損失を必要経費として控除することが可能であるから，この場合

は同法六三条の『事業所得を生ずべき事業を廃止した』場合には該当しな

いといわざるを得ない。しかるところ，原告が昭和五二年以前及びそれ以

後も寿司業を営み，昭和五三年分以降も寿司業による事業所得が生じてい

ることは当事者間に争いがないから，原告については，同条の適用の余地

はなく，事業を廃止した場合の必要経費の特例の適用に関する原告の主張

は失当である。〔下線筆者〕」とする。控訴審東京高裁平成５年５月28日判

決（行集44巻４＝５号479頁） 23）及び上告審最高裁平成７年３月７日第三小法

廷判決（税資208号615頁）もかかる判断を維持した。

23）　判例評釈として，高橋靖・租税23号160頁（1995）など参照。
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　ここでは，個々の納税者にとっての事業所得とは１つのみであって，事

業所得内の「事業区分」のようなものを観念することは予定されていな

い。すなわち，所得税法63条は，「事業所得を生ずべき事業を廃止した」

場合の規定であるところ，原告は，金融業を廃止したとしても，寿司業は

廃止していないのであるから，「事業所得を生ずべき事業を廃止」してい

ないという判断になったものと思われる。しかしながら，ここで対象とな

っている必要経費とは，「原告の金融業に係る費用又は損失」であったの

であるから，これを寿司業の費用又は損失と事実認定することは不可能で

ある。そうであるのにもかかわらず，別言すれば，寿司業の費用又は損失

でないにもかかわらず，これを寿司業に係る所得の金額の計算上必要経費

に認定し直すことは困難であるといわざるを得ない。

　仮に，そのような認定がされ得るとすれば，学説が承認しているいわゆ

る費用収益対応の原則に正面から衝突する理論構成であるといえ 24），所得

税法上の必要経費論に根底から挑戦を企てるものといえよう（費用収益対

応の原則との関係については後述する）。

　また，金型製造の除却損について，他にパチンコ業や焼肉飲食店などを

継続していた納税者のこれら他の事業が継続していることを理由に同条の

適用を否定した事例がある。名古屋地裁平成７年１月31日判決（税資208号

158頁）は，「所得税法六三条の『事業を廃止した場合』とは，事業を廃止

24）　所得税法に費用収益対応の原則の適用があるか否かの検討については，別
稿を予定している。なお，法人税法上の同原則の適用に関しては，酒井克彦
「租税法における費用収益対応の原則─法人税法を中心として─」商学論纂
57巻３＝４号347頁（2016）を参照。また，所得税法において，法人税法22
条４項のような「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の適用があ
るか否かについては，同「所得税法における重要性の原則の適用─所得税法
の解釈適用にみる隠れた『公正処理基準』─」税務事例50巻７号１頁（2018）
参照。
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したことよって，一切の事業収入を生じなくなった場合を指すものと解す

るのがその趣旨に照らし相当であるから，原告が，昭和五一年において

も，ナショナル会館〔筆者注：パチンコ業〕，本町苑〔筆者注：焼肉飲食

店〕等からの事業収入を得ていたことが明らかな本件では，同条を適用す

る余地はない。」とし，控訴審名古屋高裁平成８年３月28日判決（税資215

号1329頁）もこれを肯定している。

　このような考え方はしばしば裁判例の中に散見されるが 25），これについ

ても同様の疑問が惹起される。金型製造の 除去損とパチンコ業や焼肉飲食

店の事業活動にいかなる有機的な関係があるというのであろうか。前述の

花 製造と藺草販売はある意味近接した事業であるといえなくもないこと

から，その業種・業態の近接性に着目した判断であったとみることもでき

なくはないが──もっとも前記最高裁昭和32年判決は前述のとおり，かよ

うな判断を展開したわけではない──金融業と寿司業との関係性の希薄さ

や，金型製造とパチンコ業や焼肉飲食店経営の関係性の欠如を考えると業

種の近接性はこの際関係がないというべきであろう。

　そこでは，対象となっている必要経費が「事業所得を生ずべき事業」の

25）　事業廃止後の残品処理による所得を事業所得とみた事例として，例えば，
印刷業者が法人成りに当たって，その有するインキ，活字，原紙等の棚卸資
産を新設法人に売却する行為は事業の終末段階における事業活動の一部であ
り，その売却による所得は事業所得であるとした判決として，東京地裁昭和
31年６月23日判決（行集７巻６号1528頁）がある。控訴審東京高裁昭和33年
２月28日判決（行集９巻２号206頁）はかかる原審判断を覆した。不動産仲
介業者の個人が，かかる事業を法人成りさせた後において，個人事業時代に
棚卸資産として取得し，法人に引き継がれなかった土地を売却した場合に，
その限りにおいて個人事業が継続しているとみるべきであり，その売却によ
る所得は，固定資産の売却による譲渡所得ではなく，事業所得であるとした
裁決として，国税不服審判所昭和45年10月29日裁決（裁決事例集１号12頁）
がある。酒井克彦「個人事業等の終了」前掲注22）『所得税法』，385頁以下
も参照。



78

ために投与されあるいは関係して支出されたか否かという点に関心がある

のではなく，納税者の営む事業が廃止されたか否かに関心が置かれている

のであろう。いかなる性質の事業であったかには関心を寄せずに，単に「事

業」が継続されているか否かという点のみが問題とされているのである。

　では，仮に，金融業を廃止する１日前に寿司業を開業したような場合は

どうであろうか。金融業に係る費用や損失の原因である金融貸付行為がな

された時（金銭消費貸借契約が締結された時）には，まだ寿司業が始まって

いなかったのである。上記東京地裁平成元年判決の考え方に従えば，その

ような費用であっても，寿司業の収入金額から控除すべき必要経費に該当

するということになるのである。

　他方，所得税法63条の対象となる所得区分は，事業所得のみならず，不

動産所得や山林所得も対象とされている。この場合，同条は，「居住者が

不動産所得，事業所得又は山林所得を生ずべき事業を廃止した後におい

て，当該事業に係る費用又は損失で当該事業を廃止しなかつたとしたなら

ばその者のその年分以後の各年分の不動産所得の金額，事業所得の金額又

は山林所得の金額の計算上必要経費に算入されるべき金額が生じた場合」

としているのであるから，「事業所得を生ずべき事業」のみならず，「不動

産所得を生ずべき事業」や「山林所得を生ずべき事業」も当然ながら対象

となる。ここで，「当該事業に係る費用又は損失で当該事業を廃止しなか

つたとしたならばその者のその年分以後の各年分の不動産所得の金額，事

業所得の金額又は山林所得の金額の計算上必要経費に算入されるべき金

額」を「不動産所得の金額，事業所得の金額又は山林所得の金額の計算

上，必要経費に算入する。」と規定しているところ，不動産所得を生ずべ

き事業の廃止があった場合に，不動産所得を生ずべき事業に関する必要経

費を継続している事業所得の金額の計算から控除することができるのであ

ろうか。それが許容されるとすれば，所得金額の計算ルールが異なる事業
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所得の必要経費として不動産所得や山林所得の計算上生じた必要経費を認

めることになるが，事業所得と不動産所得・山林所得との違いを別に規定

する所得税法の構造にも抵触することとなろう。そもそも，所得税法26条

１項からは事業所得が除かれているし，所得税法27条《事業所得》１項か

らは山林所得が除かれているのである。したがって，所得区分の垣根を超

える必要経費の控除は想定されていないと考えるが，そうであるからとい

って，事業所得内における業種の差異には何らの考慮もないというのは所

得計算の根本的な点からみて疑問なしとはしない。

　ところで，そもそも所得税法63条を文理解釈した場合，他の事業所得を

生ずる事業が継続している限り，どうしても「事業所得を生ずべき事業を

廃止した」と解釈することはできないというべきであろうか。前述の東京

地裁平成元年判決の事例や，仮定の例であるが喫茶店を営む税理士の事例

における同条の解釈は，「事業所得を廃止した」と解釈しているように思

えてならない。同条は，「事業所得を廃止した」と規定しているわけでな

く，「事業所得を生ずべき事業を
4 4 4

廃止した」と規定している点に注意をす

べきではなかろうか。

　すなわち，「廃止した」のは，文理上「事業所得」ではなく「事業」な

のである。そうであるにもかかわらず，いつの間にか「事業所得を廃止し

た」と解釈されているように思われる。いわば，これに反対する見解とし

て，前述の東京地裁平成元年判決の事例において原告が，「同法〔筆者

注：所得税法〕六三条にいう『当該事業』とは，事業所得を生ずる事業が

複数ある場合にはその全部の事業を指すものではなく，廃止した個々の事

業を指すものであると解すべきである」としている主張も文理解釈上肯定

し得るのである。

　所得税法63条が最終費用に係る清算の規定であるという点を強調すれ

ば，費用清算の機会がある限りは同条の適用はないという理解になるのか
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もしれないが，事業所得を生ずべき対象となる「事業」の廃止が認められ

る以上，同条の規定の適用を否定することはできないように思われるので

ある。かように考えても，課税繰延べを許容しているわけでは決してない

ので，何ら課税上の弊害もないのではなかろうか。

　このように，所得税法63条の適用に係る問題として，「事業所得」の有

無で同条適用の可否判断をしている傾向にあることを確認したが，これに

ついては解釈論として疑問なしとはしない。

　廃止した事業とは異なっても事業所得が別にあれば，同条による経費の

清算を行わないという解釈は，費用収益対応の原則の観点からも議論の余

地があるのではなかろうか。

Ⅲ　事業内容と投下資本の対応

１　所得税法における費用収益対応の原則

　企業会計原則には，費用収益対応の原則が示されている。すなわち，損

益計算書原則一において，「損益計算書は，企業の経営成績を明らかにす

るため，会計期間に属するすべての収益とこれに対応するすべての費用と

を記載して経常利益を表示しこれに特別損益に属する項目を加減して当期

純利益を表示しなければならない。」とされている。この損益計算書原則

によれば，財務諸表の表示原則にとどまるようにも思われるが，一般には

基本的計算原則として，収益の計上のタイミングに費用計上を対応させる

べき原則と理解されている。すなわち，費用収益対応の原則とは，発生主

義会計において各会計期間の適切な期間損益の計算のために用いられる技

法であるといってよいであろう。

　この費用収益対応の原則とは，収益と費用との結び付きに関心を寄せ

て，収益計上の事業年度に費用を対応させようとする考え方であり，売上

原価のような原価については，個別的ないし直接的対応関係が求められ，
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販売費・一般管理費のような費用については，一般的ないし間接的対応関

係が求められるものである。

　さて，この費用収益対応の原則が所得税法においても採用されていると

考えるべきかについては議論のあり得るところである。同じ所得課税法の

法人税法には，同法22条４項が，「第二項に規定する当該事業年度の収益

の額及び前項各号に掲げる額〔筆者注：原価，費用，損失の額〕は，別段

の定めがあるものを除き，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に

従つて計算されるものとする。」と規定し，一般に公正妥当と認められる

会計処理の基準（以下「公正処理基準」という。）に従った処理を行うという

企業会計準拠主義を採用しているところ，この公正処理基準には商法・会

社法を経由して企業会計原則のような会計諸規則が含まれると解されてい

る。これに対し，所得税法には法人税法22条４項のような企業会計準拠主

義を宣明する条文が存在しないのである 26）。

　しかしながら，これまで，所得税法においてもしばしば費用収益対応の

原則を採用した解釈が展開されてきているのも事実である。

　ただし，法人税法が費用収益対応の原則を採用していると解する根拠を

同法22条４項に求めない考え方もあり得る。例えば，その根拠を法人税法

22条３項１号や２号に求める考え方である。すなわち，同項１号は，「当

該事業年度の収益に係る売上原価，完成工事原価その他これらに準ずる原

価の額」と規定しており，原価については，「当該事業年度の収益に係る」

ものの損金算入が規定されていることからすれば，収益との対応関係が求

められていることが判然とする（個別対応・直接対応）。また，同項２号は，

26）　所得税法にも法人税法22条４項と同様の企業会計準拠主義を宣明する規定
が必要であると考える（酒井克彦「所得税法上の公正処理基準規定の創設─
記帳に基づく申告制度へのインフラ整備─」アコード・タックス・レビュー
４号１頁（2013）参照）。



82

「前号に掲げるもののほか，当該事業年度の販売費，一般管理費その他の

費用……の額」と規定しており，費用収益対応の原則を採用している「前

号に掲げるもの」が前提とされていることからすれば，費用についても同

原則が採用されていると解することができる（一般対応・間接対応）。この

ような構成で同項１号及び２号を根拠に法人税法が費用収益対応の原則を

採用しているとする考え方を「１号２号根拠説」と呼ぶこととしよう 27）。

27）　酒井・前掲注24）商学論纂，375頁参照。

〔法人税法上の費用収益対応の原則〕

図１　公正処理基準根拠説

〔所得税法上の費用収益対応の原則〕

法人税法22条４項
公正処理基準による
費用収益対応の原則

（不整合的）

≠

〔法人税法上の費用収益対応の原則〕

図２　１号２号根拠説

〔所得税法上の費用収益対応の原則〕

法人税法22条３項
１号による
個別対応の原則

所得税法37条１項
による

個別対応の原則

法人税法22条３項２号
による一般対応の原則

所得税法37条１項
による一般対応の原則

（整合的）
≒



投下資本に着目した所得区分認識論（酒井）　83

　この１号２号根拠説を基礎として，所得税法37条１項を解釈することが

できないわけではない。例えば，増井良啓教授は，同法37条１項について

も費用収益対応の原則の要請が働くとされ，収入との間で個別対応（直接

対応）する原価が，「総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を

得るため直接に要した費用の額」とされ，一般対応（間接対応）の関係に

ある費用が，「その年における販売費，一般管理費その他これらの所得を

生ずべき業務について生じた費用……の額」であると説明される 28）。この

ように考えると，同じ所得課税法における所得税法上の費用収益対応の原

則の説明も可能となるように思われる。

　この立場からすれば，企業会計原則等の会計学上の諸規則に則ったもの

であると説明する必要がなくなるのである。換言すれば，かかる見解にお

いては，費用収益対応の原則は法人税法上の要請であるとともに，所得税

法上の要請でもあると説明されることになるのである。この点は，別稿に

おいて詳述したので，法人税法上の解釈問題などはそちらに譲ることと

し，ここでは差し当たり，所得税法においても費用収益対応の原則が採用

されていることを承認することとしたい。

２　業務経費と事業内容（事業所得内分類）

　いわゆる仙台弁護士会事件と呼ばれる事例がある。これは，弁護士業を

営み，仙台弁護士会会長や日本弁護士連合会（以下「日弁連」という。）副

会長等の役員を務めた原告（控訴人）が，これらの役員としての活動に伴

い支出した懇親会費等を事業所得の金額の計算上必要経費に算入し，ま

た，消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の額の計算上課税仕

入れに該当するとして，所得税及び消費税等の確定申告をしたところ，処

28）　増井良啓『租税法入門〔第２版〕』137頁（有斐閣2014）。
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分行政庁である所轄税務署長が，これらの費用については，所得税法37条

１項に規定する必要経費に算入することはできず，また，消費税法２条

《定義》１項12号に規定する課税仕入れには該当しないなどとして，所得

税及び消費税等の更正処分並びに過少申告加算税の賦課決定処分を行った

のに対し，原告が，これらの支出の大部分が事業所得の金額の計算上必要

経費に当たり，消費税等の額の計算上課税仕入れにも該当すると主張し

て，上記各処分の一部の取消しを求めた事案である。

　かかる事例において，被告国（被控訴人）側は，次のような主張をした。

すなわち，所得税法27条１項及び所得税法施行令63条《事業の範囲》に照

らせば，一義的には事業所得を生ずべき「事業」とは「自己の計算と危険

において営利を目的とし対価を得て継続的に行う事業」といえるが，事業

と非事業の区別の基準は必ずしも明確ではなく，ある経済的活動が事業に

該当するか否かは，活動の規模と態様，相手方の範囲等，種々のファクタ

ーを参考として判断すべきであり，最終的には社会通念によって決定する

ほかないとする。

　したがって，弁護士が弁護士としての地位に基づいて行った活動により

得た所得がすべからく事業所得に分類されるとは解されず，個々の弁護士

の経済的活動の営利性や有償性の有無，継続性や反復性の有無のほか，自

己の危険と計算による企画遂行性の有無，その行為に費やした精神的・肉

体的労力の程度，人的及び物的設備の有無，資金の調達方法，その経済的

行為の目的，その行為をすることにより相当程度の期間継続して安定した

収益を得られる可能性の有無などの客観的な諸要素を総合考慮して社会通

念に照らして客観的に判断すべきものであり，このような考察，検討を行

わずに，「弁護士業」が所得税法27条１項及び所得税法施行令63条11号に

規定する事業所得の対象となる「事業」に該当することの一事をもって，

弁護士の業務全般に関連して生じた費用が事業所得に係る一般対応の必要
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経費に該当するとの原告の主張は，独自の見解を論ずるものというほかな

く，失当であると主張したのである。

　これに対し，東京地裁平成23年８月９日判決（判時2145号17頁） 29）は，「事

業所得の金額の計算上必要経費が総収入金額から控除されることの趣旨

は，投下資本の回収部分に課税が及ぶことを避けることにあると解される

ところ，個人の事業主は，日常生活において事業による所得の獲得活動の

みならず，所得の処分としての私的な消費活動も行っているのであるか

ら，事業所得の金額の計算に当たっては，事業上の必要経費と所得の処分

である家事費とを明確に区分する必要がある。……このような事業所得の

金額の計算上必要経費が総収入金額から控除されることの趣旨や所得税法

等の文言に照らすと，ある支出が事業所得の金額の計算上必要経費として

控除されるためには，当該支出が所得を生ずべき事業と直接関係し，かつ

当該業務の遂行上必要であることを要すると解するのが相当である。そし

て，その判断は，単に事業主の主観的判断によるのではなく，当該事業の

業務内容等個別具体的な諸事情に即して社会通念に従って客観的に行われ

るべきである。」とし，「そうすると，本件各支出が原告の事業所得の金額

の計算上必要経費として控除されるためには，本件各支出が原告の事業所

得を生ずべき業務と直接関係し，かつその業務の遂行上必要であることを

要するということになる。」とする。

　そして，「原告は弁護士業を営む者であるところ，弁護士業が所得税法

施行令六三条一一号に規定するサービス業に該当し，弁護士業が所得税法

二七条一項にいう『事業』に該当することは明らかであるから，前記のと

おり，本件各支出が原告が弁護士として行う事業所得を生ずべき業務と直

29）　判例評釈として，山田二郎・税法566号463頁（2011），長島弘・税務事例
44巻９号10頁（2012），豊田孝二・速報判例解説12号〔法セ増刊〕205頁
（2013）など参照。
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接関係し，かつ当該業務の遂行上必要なものであれば，必要経費に該当す

るということになる。

　もっとも，所得税法二七条一項にいう事業所得を生ずべき『事業』と

は，自己の計算と危険において対価を得て継続的に行う経済活動のことを

いう（最高裁昭和五六年四月二四日第二小法廷判決・民集三五巻三号六七二頁参

照）のであるから，弁護士が弁護士としての地位に基づいて行った活動が

全て所得税法上の『事業』に該当するということにはならないのであり，

弁護士は，当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱によって，訴訟事

件，非訟事件及び審査請求，異議申立て，再審査請求等行政庁に対する不

服申立事件に関する行為その他一般の法律事務を行うことを職務とし（弁

護士法三条一項），上記法律事務を行う対価として報酬を得ることで事業所

得を得ているのであるから，弁護士が弁護士の地位に基づいて行う活動の

うち，所得税法上の『事業』に該当する活動とは，事 業主である弁護士が

その計算と危険において報酬を得ることを目的として継続的に法律事務を

行う経済活動をいうことになる。そして，ある活動が当該弁護士の所得税

法上の『事業』に該当するか否かは，当該弁護士の主観によって判断され

るのではなく，当該活動の営利性や有償性の有無，継続性や反復性の有

無，当該活動から生じる成果の帰属先，当該活動に必要な資金や人的物的

資源の調達方法，当該活動の目的等の客観的諸要素を総合考慮し，社会通

念に照らして客観的に判断されるべきものであるというのが相当である。」

と判示した。

　事業とは，自己の計算と危険において営利を目的として対価を得て継続

的に行う経済活動のことをいう旨判示したいわゆる弁護士顧問料事件最高

裁昭和56年４月24日第二小法廷判決（民集35巻３号672頁） 30）につき，これ

30）　判例評釈として，園部逸夫・曹時35巻４号137頁（1983），同・ジュリ746
号92頁（1981），同・租税判例百選〔第２版〕64頁（1983），碓井光明・判評
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を，事業所得の源泉としての事業が全体として包括的に営利性，有償性を

有する必要があると述べたものであって，個別の業務が逐一営利性，有償

性を有する必要があると述べたものではないとした原告の主張は東京地裁

判決において排斥されている。その趣旨は必ずしも明らかでないが，同判

決は，弁護士業を営む原告の収入の源泉となる個別の業務の性質を検討し

た上で当該収入が事業所得に該当する旨を判示したものであり，弁護士業

が全体として営利性，有償性を有するがゆえに，当該収入が事業所得に該

当するなどとしたものではないのであって，原告の前記主張は独自の見解

を述べるものにすぎないとしたのである。事業所得を生ずべき事業該当性

においては個別の業務において逐一営利性，有償性を有する必要があると

いう考え方が根底にあると理解することも可能であると思われる。

　このように考えると，弁護士が法律家として行う事業所得稼得活動たる

法律活動と，弁護士会の行政運営たる会務の執行とを比べたとき，前者が

「事業所得を生ずべき事業」であるのに対して，後者は「給与所得を生ず

べき活動」であるとすれば，必要経費を観念できるものは前者に係るもの

ということになる。もっとも，控訴審東京高裁平成24年９月19日判決（判

時2170号20頁） 31）においては，原告の計上した必要経費の一部が肯認されて

いるが，第一審で判断された事業認定自体が否定されているわけではな

275号156頁（1982），清永敬次・民商85巻６号113頁（1982），原田尚彦・昭
和56年度重要判例解説〔ジュリ臨増〕49頁（1982），玉國文敏・租税判例百
選〔第３版〕52頁（1992），高野幸大・租税判例百選〔第５版〕67頁（2011），
奥谷健・租税判例百選〔第６版〕72頁（2016）など参照。

31）　判例評釈として，三木義一・青山法学論集54巻４号11頁（2013），伊川正
樹・名城法学64巻４号65頁（2015），末永英男・会計専門職紀要〔熊本学園
大学大学院〕４号３頁（2013），堀口和哉・税務事例46巻12号42頁（2014），
佐藤孝一・税務事例45巻２号１頁（2013），橋本守次・税務事例44巻12号１
頁（2012），山田麻未・税法571号233頁（2014），長島弘・税務事例44巻12号
29頁（2012）など参照。
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い 32）。すなわち，「本件各支出は，控訴人が，仙台弁護士会の次期会長予

定者若しくは会長若しくは常議員会の常議員又は東北弁連の理事又は日弁

連の次期副会長予定者若しくは副会長，理事若しくは業務改革委員会の副

委員長又は弁護士として行った活動に要した費用である。

　ここで，弁護士会とは，弁護士及び弁護士法人（以下『弁護士等』とい

う。）を会員とし，弁護士等の指導，連絡及び監督に関する事務を行うこ

とを目的とする法人であり（弁護士法三一条，三六条，三六条の二），日弁連

は，弁護士等及び弁護士会を会員とし，弁護士等及び弁護士会の指導，連

絡及び監督に関する事務を行うことを目的とする法人である（同法四五条，

四七条）。また，東北弁連は，仙台高等裁判所の管轄区域内の弁護士会が，

共同して特定の事項を行うため，日弁連の承認を受けて設けた法人格なき

社団であり（同法四四条参照），仙台高等裁判所の管轄区域内の弁護士会の

連絡及びこれらの弁護士会所属会員相互間の協調，共済並びに懇親に関す

る事項のほか，弁護士等の品位保持及び業務改善に関する事項を行うこと

等を目的としている。なお，仙台弁護士会会長，東北弁連理事，日弁連理

事及び日弁連副会長は，それぞれの団体の役員である。また，仙台弁護士

会常議員会とは，同弁護士会の運営に関する事項等を審議することを目的

とする同会の機関であり，日弁連弁護士業務改革委員会とは，弁護士業務

改革のため調査，研究等を行うことを目的とする日弁連の機関である。

　そうすると，弁護士会等と個々の弁護士は異なる人格であり，弁護士会

等の機関を構成する弁護士がその権限内でした行為の効果は，弁護士会等

に帰属するものであるから，控訴人が弁護士会等の役員等（弁護士会等の

各種委員会の委員等を含む。以下同じ。）として行う活動は，弁護士会等の業

務に該当する余地はあるとしても，社会通念上，控訴人の『事業所得を生

32）　最高裁平成26年１月17日第二小法廷決定（税資264号順号12387）におい
て，上告不受理とされている。
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ずべき業務』に該当すると認めることはできない。」とする 33）。

　このように，「事業所得を生ずべき事業」（上記東京高裁判決においては，

所得税法37条該当性の議論なので，「事業所得を生ずべき業務」と記している。）に

該当するか否かは，個別の業務をベースに判断すべきであるという態度が

示されている。かような態度は，上叙の所得税法63条の規定の適用が争わ

れた事例における裁判所の態度と合致するであろうか。

結びに代えて

　前述のとおり，航空機リース事業に係る債務免除益の所得区分が争われ

た事例において，東京地裁は，「ある費用が必要経費に該当するか否かと

いう判断と，当該費用に係る債務が免除されたことによる所得がどの所得

区分に該当するかという判断は，本来，別々に行われるべき」と説示して

いる。しかしながら，本稿において確認したとおり，所得区分を検討する

際に，いかなる活動によって，いかなる投下資本の投与によってかかる所

得（収入金額）を獲得することができたのかという点に関心が寄せられる

のは当然である。所得税法上の所得区分とはまさに所得の源泉や発生原因

ごとに区分するところにあるのであるから，所得区分の判断において所得

稼得活動に投下された資本がいかなる性質のものであったのかを無視する

ことは正しい姿勢であるとは到底思えないのである。

33）　もっとも，結論的には，東京高裁は，弁護士会の維持繁栄に資するものに
ついて弁護士業の必要経費になることを認めている。

会務のための
費用支出

弁護士業としての
収入金額に反映

所得稼得活動の結果

弁護士会の維持繁栄

所得稼得活動を基礎付けるファクター
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　もっとも，事業用資金の運用の果実として得られる利子所得や配当所得

もある。これらは事業所得の付随収入として捉えることも理論的には十分

可能であり，むしろその方が自然であるようにも思われるものの，そもそ

もかかる資金が事業活動のためのものであるとしつつも，所得税法はこれ

らの所得の根本的な発生原因を問うていないという面がある。また，事業

用設備や不動産，車両運搬具の譲渡から得られる所得は事業所得ではな

く，譲渡所得に該当することとされている。

　所得税法がこのような所得区分に関する取扱いを採用している理由とし

ては，配当所得の場合には，二重課税の調整（所法92）をする必要がある

し，利子所得については負債利子控除を認めていないこと（所法23 ②）や

源泉分離課税とされていることが挙げられる。したがって，同じ利子に対

する課税であっても，事業の遂行上取引先や使用人に対して貸し付けた貸

付金の利子や付随収入については，雑所得や一時所得とすることはしてい

ない（所基通27-5 ⑴，27-6参照）。また，譲渡所得については，他の所得と

異なり，キャピタルゲインの清算としての性質を見出し，繰り延べられた

課税を一挙に課税対象とすることから，棚卸資産の譲渡とは別枠で特別控

除を設けたり，長期譲渡所得（所法33 ③ 二）については２分の１課税（所

法22 ② 二）による緩和をしたりしているからであるといえよう。

　加えて，本稿における議論は，上記のほかにも，例えば，生命保険契約

等において，支払保険料が事業所得の必要経費であるとしても，満期返戻

金が一時所得（所法34 ①）に，保険年金が雑所得（所法35 ①）に該当する

ということ自体を否定するものでは決してなく，投下資本たる必要経費等

がいかなる所得を生み出すのかという点に関心を寄せない所得区分認定や

課税上の取扱いの問題点を炙り出すことが目的である。


